
地球規模の課題解決や人類を含む地球の持続的発展に貢献する
「個性ある尖端研究大学」 社会的 イ ン パ ク ト 創 出

「自然と共生する真の豊かさ」
「持続可能な食・エネルギー」
「健康で生きがいのある暮らし」

取組④ 強み・特色を活かした個々の
教育研究組織の自律化モデルの創出
第四期中目中計期間の重点４分野である
「食料」「ｴﾈﾙｷﾞｰ」「ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ」「環境」
に関する先駆的ﾓﾃﾞﾙを学内外に水平展開
❶ ﾌﾞﾙｰﾄﾗﾝｽﾌｫｰﾒｰｼｮﾝ・ｸﾞﾘｰﾝﾄﾗﾝｽﾌｫｰﾒｰｼｮﾝ拠点
❷ 情報駆動型ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾂｲﾝによるﾓﾋﾞﾘﾃｨ拠点
❸ 次世代食料ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ拠点
❹ 野生動物管理教育研究ｾﾝﾀｰ
❺ ｽﾏｰﾄｺｱﾌｧｼﾘﾃｨｰ推進機構

取組① 経営改革構想の基底となる体制整備
ガバナンス・財務・人事の三位一体改革
❶ 経営と教学の分離／合議体（ｶﾞﾊﾞﾆﾝｸﾞﾎﾞｰﾄﾞ）形成
❷ 全学的「自律化指針」策定／学長裁量経費増
❸ 若手教員増を含むﾀﾞｲﾊﾞｰｼﾃｨ・ｲﾝｸﾙｰｼﾞｮﾝ推進

東京農工大学「個性ある尖端研究大学」創出のための経営自律化構想

取組③ ｷｬﾝﾊﾟｽの先導的有効活用ﾓﾃﾞﾙの創出
教育研究力も活かした土地・建物の活用
❶ 日本唯一２つの動物病院／獣医・工連携
❷ 新本部棟を中心とする多機能施設
❸ 産学連携による大型産業動物関係施設

農工大ならではの経営自律化
「国際卓越研究大学」水準到達

本構想を実績・基盤に更に飛躍
年間事業成長規模３％を目指す

学長と全理事、副学長、事務局長、部局長、各取組の責任者が参画する「構想推進会議」により
取組①～④の進捗確認・取組間連携強化・改善・普及等を学長の主導下で強力且つ恒常的に図る

取組② 産学連携拠点、ﾍﾞﾝﾁｬｰｷｬﾋﾟﾀﾙ、
大学ﾌｧﾝﾄﾞによる資金循環ﾓﾃﾞﾙの創出
本学主導のｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ支援による
多様なﾘﾀｰﾝ・効果の発現
● 社会実装・事業収益
● 新株予約権獲得・株式売却益
● 経営ノウハウ蓄積・人材養成
大学院改革への貢献

・ 国際的に卓越した大学院形成のため特色・実績ある教育組織を大胆に再編・統合
・ 海外著名教授招聘、若手教員・学生の長期海外派遣、徹底した英語化や海外拠点新設
・ 社会的ﾆｰｽﾞからの乖離や専門性の蛸壺化を打破しｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟやｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ創出につなげる

経 営 資 源 の
持続発展的導入

知的・社会的価値
の 拡 張 と 提 供

これまでの財務・人事・外部資金獲得 改革によりR4運営費交付金「法人運営活性化分」「成果・実績に基づく配分」最上位の実績
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【KPI①】民間資金獲得額（知財、動物診療収入等） 【KPI②】共同研究費獲得額 【KPI③】教員１人あたりの国際共著論文数
令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

9.1億円 11.0億円 11.4億円 11.8億円 10.7億円 10.9億円 11.1億円 11.5億円 0.917報 0.934報 1.024報 1.056報



東京農工大学「個性ある尖端研究大学」創出のための経営自律化構想
取組① 経営改革構想の基底となる体制整備（計画調書P４～P７）
（１）ガバナンス改革と経営部の新設

● 経営と教学の分離 ／ 経営を統括する「最高財務責任者」と教学を統括する「最高教学責任者」の配置
● 「経営部」：最高財務責任者を支える。予算要求・配分、学部・学府（研究科に相当）改組や計画・評価等の経営に関わる

事務業務を集約。部内に構想の総括・事務を担う「経営改革室」を設置
「教学支援部」：最高教学責任者を支える。教育支援と研究支援を一元的に担う。部を総括する「総括課」を設置

● 合議体（ｶﾞﾊﾞﾆﾝｸﾞﾎﾞｰﾄﾞ）の形成：学長選考・監察会議と経営協議会の審議事項の拡充・開催回数の増を進め、将来的には
様々なｽﾃｰｸﾎﾙﾀﾞｰの参画を得て、大学経営の中長期的持続性・一貫性を持った、機関としての責任ある体制を確保

（２）財務制度改革
●「自律化と経営基盤強化に向けた方針」：全教職員を対象に教育研究の活性化と経営自律化の本学の考え方をまとめた方針
● 間接経費の引き上げ：2020年度に20％→30％、2022年度に一部の研究費に40％を適用予定

引き上げ分は学長裁量による「研究環境促進費」として全学の研究環境の整備に充当
● 専門人材の新規雇用：ﾌｧﾝﾄﾞﾏﾈｰｼﾞｬｰ、ﾘｰｶﾞﾙﾏﾈｰｼﾞｬｰや広報ﾏﾈｰｼﾞｬｰなど高度専門知識が必要で学外資源獲得に資する業務を担う

（３）人事制度改革
● 若手教員：ﾃﾆｭｱﾄﾗｯｸ制度（全教員の約25%採択）と早期教授昇任のための「ｷｬﾘｱﾁｬﾚﾝｼﾞ制度」の更なる活用を推進
● 女性教員：2022年度から学長裁量でPIを毎年度２名雇用。女性「ｷｬﾘｱﾃﾞｻﾞｲﾝ制度」新設により５年後ｷｬﾘｱｱｯﾌﾟの機会も増
● 外国人教員：2022年度から学長裁量でテニュア教員を毎年度２名雇用。スタートアップ支援と事務補佐員も配置
● 内閣府（科学技術フェロー）や文部科学省等の大学行政の現場へ若手教職員を派遣し、大学経営マインドを養成
●「事務職員採用７か年計画」：７か年かけて事務職員数を５％（171名→180名）以上増加させる計画
●「PI人件費制度」：2022年度、自らが獲得した研究費の一部を本人の人件費等に充当できる制度を開始

理事
(□□担当)

理事(非常勤)
(△△担当)

理事(非常勤)
(〇〇担当)

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ
ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ
研究院長

農学研究院長
・農学府長
・農学部長

工学研究院長
・工学府長
・工学部長

生物ｼｽﾃﾑ
応用科学
学府長

連合農学
研究科長

経営に
関する機能

教学に
関する機能

事務局長

密接に連携・協力

副学長
（■■担当）

副学長
(●●担当)

副学長
（▲▲担当）

※ 対外的に大学を代表
※ トップセールスの積極実施

※ 必要な場合に学外から経営補佐人材を配置
※ 理事（最高財務責任者）を支える「経営部」新設

理事（最高財務責任者） 理事（最高教学責任者）

学長

※ 理事（最高教学責任者）を支える「教学支援部」新設
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令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度
【KPI①】学長裁量経費の額 5.6億円 5.8億円 6.0億円 6.2億円

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度
【KPI①】ガバナンス改革による組織再編 再編準備 組織再編 新組織運営 新組織運営

【KPI①】教授等（学長,副学長,教授） 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度
　の女性割合 　　　　 9.4% 9.4% 10.1% 10.8%

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度
12人 14人 16人 18人

【KPI②】常勤の　　　
　外国人教員数



東京農工大学「個性ある尖端研究大学」創出のための経営自律化構想

基礎研究
(新領域)

大学発ベンチャー

企業等
（ベンチャーの運営）

出資 運営委託

ディープテック産業開発機構

体制等支援
支援に対する対価
（新株予約権等）
特許使用料等

東京農工大学 文部科学省
認可

出資

認可申請

出資

民間VC等連携

教員
学生

起業に向けた
様々な支援
掘り起こし

マッチング支援
事業化
市場獲得
上場
Ｍ＆Ａ

リターン

リターン
資金の
好循環

事業化等に向けた
様々な障壁

試行錯誤

バックキャスト

大学
ファンド

取組② 産学連携拠点、ﾍﾞﾝﾁｬｰｷｬﾋﾟﾀﾙ、大学ﾌｧﾝﾄﾞの新設・連携による新たな資金循環ﾓﾃﾞﾙ創出
（計画調書P７～P８）

● ﾃﾞｨｰﾌﾟﾃｯｸ産業開発機構、ﾍﾞﾝﾁｬｰｷｬﾋﾟﾀﾙや大学ﾌｧﾝﾄﾞを新設・連携させ、他の国立大学にも資するｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ資金循環ﾓﾃﾞﾙを創出
● 特にｼｰﾄﾞｱｰﾘｰ期の大学発ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ支援における学外の資金・人材への依存度を下げ、社会実装の確率を高めることが可能
● 一連の活動に本学が主体的参画。新株予約権・株式売却益等に留まらず経営ﾉｳﾊｳ蓄積や人材養成等の様々なﾘﾀｰﾝ・効果を発現
（１）ディープテック産業開発機構
● 2022年度新設の産学連携拠点。起業を目指す有望な教員・学生の養成、学内外ｼｰｽﾞの発掘・育成から、これら関係者同士の交

流・共働、知財管理、そして社会実装までのｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟに関する活動・機能を一元的に担う
● 教育面でも、大学院改革の最重要事業。専門分野・学年を問わず全学部生・大学院生が参加可能なﾃｯｸｶﾞﾚｰｼﾞ設置。起業・社会

実装活動を通じ、自らの専門分野にとらわれない自由で柔軟な発想と行動力を持ちｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝとｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟを創出する学生を輩出
（２）ベンチャーキャピタル・大学ファンド
● 2023年度までを目途にﾍﾞﾝﾁｬｰｷｬﾋﾟﾀﾙまたは本学、連携企業と金融機関の出資による大学ﾌｧﾝﾄﾞを新設
● 取組③や④とも連動し、大学ﾌｧﾝﾄﾞの規模10億円（本学からのLP出資と民間出資）・期間10年間・内部収益率10％を目指す

【KPI①】重点支援するスタートアップの件数

基礎研究
(新領域)

大学発ベンチャー

企業等
（ベンチャーの運営）

出資 運営委託

ディープテック産業開発機構

体制等支援
支援に対する対価
（新株予約権等）
特許使用料等

東京農工大学 文部科学省
認可

出資

認可申請

出資

民間VC等連携

教員
学生

起業に向けた
様々な支援
掘り起こし

マッチング支援
事業化
市場獲得
上場
Ｍ＆Ａ

リターン

リターン

環境
整備

資金の
好循環
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様々な障壁
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大学
ファンド

打開策
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令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

1件 2件 4件 6件



東京農工大学「個性ある尖端研究大学」創出のための経営自律化構想
取組③ 土地・建物の有効活用モデルの創出（計画調書P８～P10）

土地・建物の有効活用により（１）～（３）それぞれの自律に必要な収益を上げるのみならず、本学らしい教育研究、さら
には地域貢献・社会実装のための機能・活動にも資する３つのモデルを創出する。
（１）小金井動物救急医療センターの新設
● 1949年度開設の府中「動物医療センター」に加え、2022年度に「小金井動物救急医療センター」を開設（秋を予定）
● 動物病院が２つある大学は全国唯一。府中ｾﾝﾀｰにはない夜間・救急診療体制、放射線治療設備や産学連携ｽﾍﾟｰｽを有する
● 広報、一次診療機関との連携、獣医・工の融合研究・臨床・社会実装活動を強化、診療報酬や学外資源の更なる増加を図る

小金井動物
救急医療センター

（小金井キャンパス・新設）

動物医療センター
（府中キャンパス・既存） 相互補完・連携

総合診療科
放射線治療科 医療スタッフ約40名増員

腫瘍科、整形外科、動物行動科
内科、軟部外科・循環器科

皮膚科、放射線科、臨床繁殖科
＋ 夜間・救急診療

（２）本部地区
● 老朽化する本部棟の新設を、教育研究と、多様な人々が集まる機能を一体に進める効果的

・効率的な活用を実現
● 民間企業等に土地の一部を貸し出し、その収入等により本部棟を建設
● 単なる商業的施設ではなく、本学の教育研究活動の実装・実証の機能を備えるものとする

（例：本学オリジナルブランドの農産物・食品の販売、学生による起業の活動拠点）

（３）その他の本学の強み・特色を活かした土地・建物の活用
● 2021年度から天神町地区にある牛舎の改築と最新研究設備の整備を実施。並行し当該地区の未利用部分の活用検討を開始
● 具体的には、大型産業動物教育研究の強み・特色を活かした民間の乗馬ｸﾗﾌﾞとの連携による馬の共同教育研究や府中動物ｾﾝ

ﾀｰとの臨床活動、牛と馬の糞尿処理の一元化による飼育の効率化、土地借料による経営基盤強化を図ることなどを検討
● 前述の最新設備を用いた牛の受精卵技術による高付加価値乳製品や和牛生産での収益事業化、関連のｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ創出も推進
● 2021年度、本学所有の広大な演習林を活用した林業再生事業を構築するための大型共同研究（間接経費40％）を開始

【KPI①】新たな土地・建物の活用による事業収入 4

（小金井動物救急医療センターの外観イメージ図）

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度
1.8億円 4.4億円 5.1億円 5.3億円



東京農工大学「個性ある尖端研究大学」創出のための経営自律化構想
取組④ 強み・特色を活かした新たな教育研究組織の設置（計画調書P10～P12）
○ 自律化方針の具体化に最前線で寄与する活動を行う５つの組織を新設・拡充。先駆的モデルを構築し学内外に水平展開
○ 第四期中目中計に記載の重点４分野「食料」「エネルギー」「ライフサイエンス」「環境」を牽引
○ 社会的・政策的ﾆｰｽﾞの把握、検討・実施・協働やｱｳﾄｶﾑ・ｲﾝﾊﾟｸﾄなどの成果創出のため「ﾊﾟｰﾄﾅｰ」として公的機関と連携

スマートコアファシリティー推進機構 ※ 共用施設のため特定の関係重点４分野やﾊﾟｰﾄﾅｰ機関は無し

情報駆動型ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾂｲﾝによるﾓﾋﾞﾘﾃｨ教育研究拠点

次世代食料イノベーション教育研究拠点 野生動物管理教育研究センター

ﾌﾞﾙｰﾄﾗﾝｽﾌｫｰﾒｰｼｮﾝ・ｸﾞﾘｰﾝﾄﾗﾝｽﾌｫｰﾒｰｼｮﾝ国際教育研究拠点
関係重点４分野 パートナー機関

エネルギー／環境 文部科学省 海洋地球課/
海洋研究開発機構

関係重点４分野 パートナー機関
エネルギー／環境 文部科学省 安全教育推進室/

ドライブレコーダー協会

関係重点４分野 パートナー機関
食料／ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ 国際連合食糧農業機関（FAO）/

日本食品海外ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ(JFOOD)

関係重点４分野 パートナー機関
食料/ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ/環境 農林水産省 農村振興局 鳥獣対策・農村環境課/

環境省 自然環境局 野生生物課

● JAMSTECが強みを持つ「海域」におけるﾌﾞﾙｰﾄﾗﾝｽﾌｫｰﾒｰｼｮﾝと本学が強み
を持つ「陸域」におけるｸﾞﾘｰﾝﾄﾗﾝｽﾌｫｰﾒｰｼｮﾝに関する人的資源・教育研究資
源を一体化（2021年度、協定締結）
● 本学の学生、JAMSTECの最先端施設・機材（「ちきゅう」「しんかい
6500」等）による連携大学院を設置。本学の幅広い産業界とのﾈｯﾄﾜｰｸやｽﾀｰ
ﾄｱｯﾌﾟのﾉｳﾊｳをJAMSTECと共有・活用し、民間資源の獲得や起業を目指す

● 特に関係する重点４分野：エネルギー、環境
● 交通事故死傷者数「ゼロ」を実現するため、本学独自・唯一の交通ﾋﾞｯ
ｸﾞﾃﾞｰﾀ「ﾋﾔﾘﾊｯﾄﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ」や新たなﾃﾞｼﾞﾀﾙﾂｲﾝ技術の活用による自動運転・
人間工学・都市設計を融合
● 行政との実証実験・実装や交通安全教材開発、ﾋﾔﾘﾊｯﾄﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽのﾃﾞｰﾀや
映像からの安定財源確保も推進

● 世界における持続可能な食料生産や我が国の食料安全保障に資するため、
イネを中心とする次世代の作物品種、革新的生産ｼｽﾃﾑやﾌｰﾄﾞﾊﾞﾘｭｰﾁｪｰﾝの開
発を推進
● ｽﾏｰﾄ農業に関するｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟや、開発した作物品種の食用、飼料やﾊﾞｲｵﾏｽ
燃料としての収入獲得も目指す

● 農林水産省、環境省及び連携大学との協働により我が国初の野生動物管
理の体系的教育ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ、ﾃﾞｼﾞﾀﾙ技術を活用した最先端研究、野生動物管理
「東ｱｼﾞｱﾓﾃﾞﾙ」を構築・推進
● 2023年度から試行を開始するﾘｶﾚﾝﾄ教育ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの充実・受講者獲得の
ための活動を強化

● 本学が有する電子顕微鏡、核磁気共鳴装置、質量分析計や分光分析装置といった最先端設備を集約
● 学外の研究者、技術者にも開放し、専門技術者による高水準の支援・助言を実施
● 企業との大型共同研究による約14億円の最先端大型設備の受入れ実績
● 共用機器利用料収入、高度受託分析収入、最先端設備を前提とした共同研究費等の受入拡大を図る

【KPI①】新たな拠点の活動による事業収入（共同研究費収入を除く） 5
令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

0.5億円 0.6億円 0.6億円 0.7億円
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